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A Study of Concepts of Professionalism and Competency in Teacher Education
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Abstract: Current research and practices in teacher education have focused on concepts such 
as professionalism, professionality, skills, capacity, ability, competency, or competence. However, 
these terms, especially professionalism and competence (or competencies), appear to be used 
interchangeably in different research studies, which means that it becomes difficult not only to 
compare these concepts among various studies, but also to identify their relevant implications. 
For example, what kind of “professionalism” components are newly required today? What level 
of excellence is needed in each professionalism component? How can we define the field and 
extent of professionalism? How are these ideas expressed in the Japanese government’s teacher 
education policies? Finally, how can the interrelations between the contents of professionalism 
and competence (competencies) be clarified in the concept of professionalism? Thus, this study 
aims to describe how teacher education research and practices use the words “professionalism” 
and “competence,” and tries to clarify their relationship to other familiar terms so that an 
overview of the current status of teacher education studies and practices becomes easier and 
clearer.
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１．本研究の目的

　今日の教師教育分野では，その高度化と現場即応性
が求められる趨勢のなか，教師が持つべきと考えられ
る専門性や能力に関し多様な語で論考されている。そ
こでは，教師が具備すべき（具備している）力をめ
ぐって，技能，スキル（技術），力量，資質能力，職能，
専門性，専門職性，また近年はコンピテンス，コンピ
テンシーといった用語が論者によって選択されて使用
されている。教師教育は，中教審答申など教育政策の
中で提示された望ましい資質能力を具備した教職員像
に準じ，その像に足る人材の輩出を目指して，学生を
育成し，必要とされる力量を形成し，教育に携わる教
職員の能力を開発することを目的としている。この一

文においても，すでに「資質能力」「力量」「能力」と
いう類語が使われており，文脈において解釈を一致さ
せることも可能であろうが，実際にそれを教師教育と
いう行為に移すときに，その意味する内容が一致する
かは，不明である。
　こうした状況は，論考間での比較を難しくさせるば
かりでなく，専門性と能力との概念が混然一体となっ
て（無意識に峻別されることなく）論じられることで，
教師の専門性としてどのような領域の知・技能やそれ
以外の要素が求められているか，各要素で必要とされ
る水準はどの程度か，それらはどのように決められる
か，また現今の中教審答申や教員スタンダード，育成
指標にいかに表れているか，といった，教師教育に関
わる見取り図を描くことを難しくさせている。そこで
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本研究では，専門性や能力について，類語と対比させ
つつ整理し，いかに論じられているかを検討すること
を目的とする。
　教師が備えるべきとされる専門性については古くか
ら，また世界中で研究が蓄積されており，成果は膨大
である。また言葉は時代性を纏ってその語で意味する
内容を変えながら引き継がれていくものなので，曖昧
に使用されている言葉を厳密性を担保しながら定義づ
けていくことは，辞書編纂でない限り，常に生産的な
作業とは思われない。しかし，本研究で専門性や能力
に関わる類語を整理する意義があると考えるのは，そ
れら語の間の関係性から見えてくる教師の専門性の今
日的な捉え方を浮かび上がらせることができ，ひいて
は，教員政策でそれら語の取り扱われ方によって予想
されうるリアルな学校現場への影響についての批判的
検討に貢献できると思われるからである。

２．教職の専門性と能力をめぐる類語
の整理

2.1 専門性と能力の概念的関係
　教師が具備すべき（具備している）力をめぐる用語
の類縁関係を理解するには，「専門性」という語と「能
力」という語の関係性を理解にしておくことが助けに
なる。
　「専門性」という語は，社会学のプロフェッション
論において，「専門職性」の一要件として位置付けら
れてきた。専門職性は，あるプロフェッション（職業）
が社会的に高い地位を持つ職業集団（専門職としての
プロフェッション）として認知されるための制度的・
社会的要件を指す１。プロフェッションの定義づけ
は論者により様々であるが，藤本昌代は，Millerson

（1964）及び竹内（1971）から，プロフェッションの
概念を機能的要件，構造的要件，心的特性の３つに大
別する（藤本 2002）。機能的要件はプロフェッション
として果たすべき機能に着目したもので，仕事が創造
的か，自律的か，非標準化的か，などが要件となる。
構造的要件はプロフェッションを支える組織や機関に
ついての議論であり，教育機関，報酬，資格などを指
す。心的特性はプロフェッションとして守るべき規範
や心構え，気質についての議論であり，天賦の感覚も
含まれる（ibid.:13）。
　こうして社会学においては，専門性は当該の職業が
専門職と認知されるために求められる専門職性の一要
件を成すもの概念となる。当該のプロフェッションの
もつ機能を持たせるために不可欠な知識や技能であっ
たり，またプロフェッションに従事するプロフェッ

ショナル（専門職従事者）に要請される規範や心構え
であったりする。そしてそれらの要件は，プロフェッ
ションの構造の中で，教育訓練や資格の内に現れてい
ると整理される。この概念整理にしたがえば，ひとま
ず「能力」は専門性の一要件を構成する，専門性の下
位領域に位置付けられる。
　一方，学校経営学から教師の能力を論じた岸本幸次
郎と久高喜行は，「専門性」を教育場面で要求される
知識・技術を指すものとして狭く捉える（岸本・久
高 1986:32）。専門性は技術レベルで捉えられるもの
で，人格的側面（例えば教育観や信念，使命感）に言
及されることは稀だとした。そして人格的側面を「資
質・能力」に含ませる。「資質」は辞書的意味におい
て生得的素質や天性を表すため，「資質・能力」は本
人の努力によって改変不能な場合もある特性とした。
ただし素質を研磨したものを資質であるとするなら，
後段の能力は，「職能」と同義で用いられるとする

（ibid.:32-33）。職能は職務に限定された場面において
行動レベルから捉えられる概念であり，職務遂行にお
ける観察可能な行動という面を強調するなら英語での
performance が相当し，そうした職務行動を支える知
識や態度，価値観などを含めるならば competency が
相当する（岸本・久高 1986:47-48）。1980年代当時の
アメリカでの用語を媒介にすれば，「資質・能力」は

「職能」とほぼ同義に使用されることとなる。なお，
岸本・久高は，人格的側面は教職においては捨象でき
ないという前提のもと，しかしそれを実証的に検討す
るために，教職の職務場面で主に要求される「教育的
資質」に限定し，それに加えて目に見える指導技術的
な側面を合わせたものを「力量」という概念で表した

（ibid.:35-37）。
　岸本と久高に代表されるような学校経営学の捉え方
からは，専門職に必要とされる「能力」，または専門
職としての職務遂行に力点を置いた場合の「職能」も
しくは「資質・能力」を構成要件として「専門性」を
位置付けることとなる。
　まとめるなら，社会における当該のプロフェッショ
ンの位置づけや役割（“professionality”）に力点を置
く場合，「専門性（“professionalism”）」２はその当該
のプロフェッションを専門職として成立させるための
要件に位置付けられ，緒属性として，知識，能力，技能，
心的特性，職業的倫理をもつ，包括的な概念となる３。
一方，専門職の職務遂行の水準や結果（“performance”）
に力点を置く場合，職務遂行もしくは職務達成に必
要な「能力（“competence” もしくは “competency”）」

（類語として「力量」「資質・能力」「職能」）の構成要
件の一つが「専門性」となる。言い換えれば，「専門
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性」と使用する場合は，他職種との差別化を図るメル
クマールとなるような，教職ならではの専門性を構成
する諸領域の種類を表すものであり，一方「能力」を
使用する場合は，同一職種に従事する各人をそれ以外
の人と差別化するような本人が持つ力量を指し，した
がって評価にも連なる概念である。
　こうして，原則としては，「専門性」と「能力」は，
プロフェッションを社会学的に捉えるか，またはプロ
フェッションの職務遂行に焦点をあててその結果もし
くは結果に至るプロセスを経営学や心理学的に捉える
か，に応じて使い分けられる用語だということが理解
される。

2.2 専門性および能力それぞれの内的構造
　まずプロフェッションを社会学的に捉えた場合，専
門性が上位概念となり，構成要素の一つとして能力が
位置付けられる。市川昭午は教職の専門性をなす内的
構造として，「職務の公共性を前提に，専門技術性を
基盤として，専門的自律性が容認されるが，これと裏
腹の関係で専門職倫理が要求され，最後に以上の結果
として社会的評価が付与される」と整理づける（市川
1986:8-11）。
　一方，職務遂行である performance から見た教師
の力量の内的構造について，学校経営学の視点から岸
本・久高（1988）に依拠して紹介しよう。まず力量を「教
授的」「訓育的」「（学校や学年，学級の）経営的」の
３つの領域に分ける。その下位カテゴリーに，経営学
の人事管理分野で用いられてきた専門職の能力概念を
配置する。それらは，「テクニカルスキル」（専門的知
識・技術，表現能力，専門的ノウハウの整理や蓄積能
力等），「コンセプチュアルスキル」（広い視野，洞察力，
分析力，論理性，構成力等），「狭義のパーソナリティ」

（決断力，柔軟性，協調性等），「モチベーション」（集
中力や熱中性，自己啓発意欲，達成意欲等）である（岸
本・久高 1986:36-37）。例えば，「教授的力量」領域に
は，「教育観，児童生徒観などの教師の心構え」「教科
の専門知識や児童心理，教育方法などの知識や技術」

「授業内容を理解させるための表現能力」など５カテ
ゴリーの能力が措定された。これらカテゴリーを項目
化し，教師にアンケート調査し，因子分析を用いて教
師の力量の構造を導き出した（op.cit.37-45, 157-161）。
そこでは，教授的力量は，教授学習活動の前提あるい
は基盤ともいえる土台には①教職への態度や基礎教養
があり，それに支えられて，②教授活動を設計・実践
する「教授展開能力」と，③児童生徒の学習活動の実
態を把握し評価する「生徒把握能力」が配置されてい
ると結論づけた。

　このように，従来は，社会学的にも学校経営学的に
も，包括的上位概念を構成する属性を要素分解し，そ
の組み合わせによって構成されると考えられてきたこ
とが確認された。しかし近年は，職務遂行の行為もし
くはその結果である performance に注目し，職務達
成水準が高品質の performance を生み出す能力につ
いて，competence もしくは competency の語で心理
学の知見から議論されている。こうした能力論につい
て次項で検討する。

2.3　能力を表す「コンピテンス」と「コンピテンシー」
の相違
　まず，コンピテンスとコンピテンシーの相違につい
て確認しておきたい。コンピテンス（competence），
コンピテンシー（competency）の概念でとくに教師
の専門性もしくは力量を明らかにする研究は米国に
おいて1950年代には現れており，日本においても知能
障害教育の分野において1980年代から検討されている

（田中・井田 1985:75）。教師の専門性または能力を表
す語としてのコンピテンスとコンピテンシーの相違，
および英米圏におけるこれらの語の使い分けの傾向に
ついては，K.O.Orazbayeva による整理が理解しやす
い（Orazbayeva 2016）。それによると，両語は同義
語として使用されることが多く，UNESCO でも互換
性のある語として扱われているという。とはいえ明確
に使い分けがされている場合は次のようになる。
　コンピテンスは組織内外の諸制約下においても期待
される質のレベルで職務を遂行するために必要な，労
働者が持つ潜在的な可能性

4 4 4 4 4 4 4

を同定したものである。一
方コンピテンシーは，職務遂行の結果であるパフォー
マンスを効果的かつ高い質のものに成す，労働者に具
備されている基本的特徴（characteristics）を指す。
　課されたゴールをより効果的な形で達成するよう
にその人が具備しておりかつ使うことができる特質

（attributes）をコンピテンシーズ（competencies）と
複数形を用いて使用する場合もある。コンピテンシー
ズは，知識，スキル，考え方や気質（mentality），社
会での役割，自己認知，思想などを含む（Dubois & 
Rothwell 2000，引用は Orazbaveva 2016:2662）。
　このコンピテンス，コンピテンシー両語の関係性に
ついての一般的な傾向としては，職業従事者の能力に
ついて米国では高い成果を伴った職務遂行を可能とす
るために個人が持つべき

4 4 4 4

特質を指すことが多く，“イ
ンプット”としてのカテゴリーとして見做す傾向があ
り，行動主義的アプローチを採っているという。こ
の行動主義的アプローチに親和的な用語はコンピテン
シーである。一方英国では，同一職種内における職業
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的な行動を異なる文脈において分析することで得られ
た職業的要請（demand）すなわち“アウトプット”
に注目した，機能的アプローチを採る傾向があり，こ
こで親和的な用語はコンピテンスである。なおこれら
行動主義的アプローチと機能的アプローチを統合した
アプローチもある。例えば認知機能的要素を用いた行
動主義的モデルによって人の力量を説明する方法など
である（Orazbaveva 2016:2662）。

2.4 OECD によるコンピテンス論―
“Key Competencies”でみられる能力観

　前項においてひとまずはコンピテンス及びコンピ
テンシーの概念の大まかな傾向は理解される。しか
し，コンピテンス（competence），コンピテンシー

（competency）という語の使用もスキル（skill）や
資格（qualification）といった類語と必ずしも明確
に区別されることなく，またその用語自体に厳密さ
と一貫性が欠けて使われている。その反省のもと，
OECD に よ る DeSeCo（Definition & Selection of 
Competencies）研究プロジェクト（以下 DeSeCo）が，
コンピテンス概念の明確化を行ったのは周知のとおり
である（OECD 2003；松下 2010）。DeSeCo によるコ
ンピテンス概念をとりあげる意義は，PISA 学力調査
によって世界各国の教育政策に影響を及ぼしたという
事実によるからではなく，本研究の関心である用語や
概念の取り扱い方に示唆を与えるからである。
　DeSeCo では，「観念や概念はその中に，もしくは
それ自身が定義を含まないという前提」を立て，観
念や概念は「事実の理解を促進可能とする社会的構
成物であり，また，イデオロギーや価値をある程度
反映し補強する」ものと考える（Rychen & Salganik 
2003:64）。 そ の う え で， ヴ ァ イ ナ ル ト（Weinert 
2001）による「概念的プラグマティズム」を方法論
として採用した。心理的，社会的な前提条件が流動
する状況下で，それぞれの固有の文脈において要求

（demand）が生起され，各個人がその要求に適応的
と考える行為，選択，行動の仕方を通して達成する結
果に，焦点をあてる。つまり，文脈からの要求に対し
て意味ある結果をもたらす能力がコンピテンスである
とした。要求は，各個人にとっての特定の専門的地位，
社会的役割，個人的な計画と関連するものである。固
有の文脈で生起する要求とそれを満たそうとするコン
ピテンスとが応じるため，コンピテンスはその都度に
異なる様態で発現する。したがって，コンピテンス
には内的構造があると考える必要がある（Rychen & 
Salganik 2003:65-66）。
　このように OECD の DeSeCo ではアウトプットに

力点をおき，文脈が異なるごとに発揮される本人の
能力も変わるといった，潜在的かつ状況可変的な能
力観，すなわち，不固定的な能力観をもっている。し
たがって OECD は能力概念として「コンピテンス

（competence）」の語を採用している４。
　コンピテンスの内的構造の構成要素は広範囲の属性
を含んでいる。認知的スキルや，コンセプチュアルス
キル（思考スキル，意思決定スキル，問題解決スキル
等），知識基盤に加え，感情や価値観，動機付けといっ
た人格的属性の要素も含まれる。コンピテンスは，こ
れら要素を資源と見立てる。そして，コンピテンスは
各人が持っている資源のみを指すのではなく，これ
ら資源をふさわしい時機と場面において適切に動員し

（mobilize），編成・統合する（orchestrate）力も含む
ものである（Le Borterf 1994; 1997，引用は Rychen 
& Salganik 2006:68）。
　こうしたコンピテンス概念において見られる能力概
念の扱い方において銘記すべきは，次の２点と考える。
第一に，コンピテンスは文脈と分離できない能力とし
て扱う点である。コンピテンスを駆動する要求は，社
会および文化の様々な領域が重なりあって構造化され
た組織や制度が，社会的利害や調整によって動き続け
る状況に応じて生起する。その時々によって生起する
要求に応じる力がコンピテンスであるということは，
個人がもつ資源である属性と，その人が文脈に働きか
け文脈から働きかけられるという相互作用とが相まっ
て生み出される力がコンピテンスだということである

（Rychen & Salganik 2006:68-69）。したがって，例え
ば，正直さ，誠実さ，責任感，優しさ，というような
個人の資質や倫理的側面，動機づけに関わる語や概念
は，コンピテンスそのものでもないし，それだけでは
コンピテンスを形成しない。同様に，批判的思考スキ
ルや分析スキル，といったコンセプチュアルスキルに
関しても，単独ではコンピテンスと見做されない。そ
れらは文脈からの要求への反応そのものではないため
である（ibid.:73-74）。コンピテンスは「複雑な行為の
システムであり，認知的スキルや態度，非認知的スキ
ルを包含するが，それぞれは別個の構成要素に還元で
きない」（ibid.:73）という全体論的な概念なのである。
　第二に銘記すべきは，ある特定の状況や文脈におい
てとられる行為や行動は観察も測定も可能なものだ
が，それら振る舞いを生み出す基盤となっているコン
ピテンスは，推察されるのみという点である（内的な
構成要素も同様に，推察されるのみである）（ibid.:70）。
コンピテンスは基本的に振る舞いの観察から得られる
エビデンスに基づいて推論されて構成されるものであ
る（ibid.）。したがって，どのようにしてどういった
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エビデンスを集め，いかに解釈するかは，評価者や調
査者と，評価対象者とがそれぞれ持つ権力の差と無縁
ではいられないし，権力関係が発生する可能性は往々
にしてある（ibid.:77-78）。
　こうした，コンピテンスが文脈の中で発揮される能
力であり，また，当該の個人が環境と相互作用する過
程において内的に持つ精神的・認知的資源を動員し編
成するという内的な行為の結果現れる能力であるとい
う性質は，現実において教師の能力の判定・評価をす
るにあたって諸刃の剣となりうる。負の面でいえば，
既述のように評価や解釈に関係者の利害・権力関係が
発生しやすい。1970年代の米国の教師教育政策が経験
しているように，どのような性質のコンピテンスを重
視するかの選択は恣意的で政治的になるゆえに，その
結果，一定の特性をもった人材が，その時点で採用さ
れている基準によって，教職から排除される可能性は
今日においても十分にある（山辺 2014:149-150）。そ
もそもどのような教師が良い教師と判断できるかの基
準がない現状（cf. 油布 1999:2-4）に対し，コンピテン
スは明確で操作可能な基準を示すものではない。コン
ピテンスは人の能力の性質をあくまで措定する概念で
あって，行為の是非や成否を測定する基準（standard）
を決定するのは，あくまで政策決定者や評価者である
ためである。
　しかし，DeSeCo が採用したコンピテンス抽出の方
法論で，個人の生得的な資質が能力とは直線的に結
合するのではなく文脈が媒介するという機制を示し
たことは，コンピテンスの学習可能性を担保してい
る（生得的な面もあるだろうが，後天的に獲得できる
可能性が担保されている）。さらに，コンピテンスの
獲得は個人の責任に帰することができず，文脈を構成
する制度や社会的環境，素材に依存する（Rychen & 
Salganik 2003:73-74,81）ことを説明することに成功し
ている。このことで，次の点が示唆される。つまり，
コンピテンス論による能力観のもとでは，人間がある
状況下で周囲から期待されるように力を発揮できない
とき，文脈である社会的文化的環境の状況に目を留め
る瞬間を生むことができるということ，そして当該の
個人のみ

4 4

に結果の責任を帰する結論に軽々には至らな
いということである。この点は，昨今進展している，
いわゆる「コンピテンシー（注：OECD のコンピテ
ンス論）に基づく教育改革」が，その構成要素のみが
重視された形式主義や経済合理的な人的資本の教育論
に陥る危険性が指摘されるなかで（cf. 松尾 2016; 奈
良 2010），児童生徒の個に応じた全人教育をもたらす
契機となる。また平成29年度より策定された教職員育
成指標が，近い将来に評価的に活用される事態になっ

ても，チェックリスト的な形式的使用に陥らせずに，
個と文脈に応じた総合的な能力評価を展開させる切り
口になると考えられる。
　可変的な状況下で個が保持し発揮する潜在的能力に
注目する OECD のコンピテンス論では，次の２つの
作業で，その概念をさらに具体化した。一つは，個
人の人生を豊かにしひいては健全な社会構築につな
がるための重要なコンピテンスの同定（すなわち key 
competencies）である。もう一つは，現代社会が個
人に要求する（require），精神的複雑さの水準を具体
化である。後者の「精神的複雑さの水準（the level of 
mental complexity）」について，DeSeCo では Kegan

（2001）に依拠して心理学的に検討し，それを「反
省性（reflectivity）」の語を用いて社会から求められ
るとする水準を措定した（Rychen & Salganik 2003: 
74-82）。周知のように，今日の教師教育においては，
日本のみならず世界中で D. ショーンの反省的実践家
論に由来する「反省的（省察的，reflective）」が鍵語
として使用されている。そこで，OECD のコンピテ
ンス論と，日本における教師像や教師の専門性につい
ての論考とでは，どのように “reflectivity” “reflective”
が使用されているのかを次節で検討する。

３．教師の専門性または能力論におけ
る reflectivity および reflective の
語の使用と議論のされ方

3-1 能力に関わる使用―OECD・DeSeCo によるコン
ピテンス論での reflectivity

　DeSeCo において定義される反省性（reflectiveness）
とは，「個人から人生へ働きかける reflective なアプ
ローチ」という意味で使用されている（Rychen & 
Salganik 2003: 74）。この前提には DeSeCo プロジェ
クトのメンバーが共有する世界観と問題意識がある。
それは，「現代の人類社会が，とりわけ技術面におい
ては，単に“複雑（complex）”という語では済まな
いほどに“複雑怪奇（complicated）”な状況になっ
ている」（Canto-Sperber & Dupuy 2001:79-82，引用
は Rychen & Salganik 2003:74）という世界観であ
り，そのような世界において，現代人は社会の複雑性
のなかで生きてゆくべく「操作可能な方法で予測不
可能性を乗り越えられるような道具を身に付けるこ
と」（Carlo Callieri 2001，引用は Rychen & Salganik 
2003:75）が要請されているという問題意識である

（Rychen & Salganik 2003:75）。　
　この問題状況下では，人は単に知識や抽象的思考と
いったスキル，社交性といった資質を身に付けるだけ
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では現代社会に対抗できず，経済的，精神的に豊かな
人生を送ることはできない。高水準での精神的な発達
が要請されるのである。これを Kegan（2001）は，「精
神的複雑性の自己オーサリング機制（self-authoring 
order of mental complexity）」 と 呼 ぶ（Rychen & 
Salganik 2003:75）。この語によって求める具体的な内
容は次のようになる。
　第一に，周囲の環境から加えられる社会化の圧力か
ら適度な距離をとり，自ら考え判断して，社会空間を
泳いでいくことである（navigating in social space）。
DeSeCo における「文脈」とは，社会をつくり上げる
多元的な社会領域（ブルデュー）において構造化され
ているものを意味する（ibid.:77）。現代の私たちは，
社会人，家庭人，友人，その他複数の人間ネットワー
クの中に生きている。それぞれ固有の文脈をもち，そ
の文脈ごとに繰り広げられる言語ゲームに親しみ，使
いこなして，複数の文脈をうまく生きてゆかねばなら
ない。そのための「どうやってやるかの知」（know-
how，G. ライル）が必要である（ibid.:77-78）。
　第二に，様々な枠組み，理論，イデオロギーが持つ
複雑性・多様性から引き起こされる矛盾や不協和音
ないし緊張関係を，単純に扱うのではなく複雑なま
まに扱うことで，世界を全体論的に理解し，対処する
ことである。複雑な問題に出会ったときに採用する私
たちの反応や戦略の多くは，その問題を単純化した
り，二項対立の構図に戦略的に整理したりして問題解
決を図ろうとするものであろう。しかしこの複雑な
現代社会において個人が豊かに生き，ひいては社会
全体もより良いものとするには，それ以外にも解決
策がある可能性やそれとは異なる良い解決策がある
可能性を認識し，また一方で相対主義に陥ることも
なく，多元的かつ動的でしばしば矛盾し合う側面に
首尾よく reflective に対処することと考えられている

（ibid.:77-79）。
　第三に，自分自身が感情や思考を創り出している事
実を認め，それがもたらす結果に応答し，自分で自分
の人生の作者（author）となって，結果に責任を取る
ことである（take responsibility）（ibid.:76）。OECD
の想定は，OECD 諸国に共通するリベラルな民主主
義的体制や資本主義経済体制において活躍する有能な
人材である（ibid.:79）。そうした体制下における国々
が価値をおく企業家精神や個人の責任といった概念に
は，環境に適応し周囲からの期待に単に従って，異な
る社会領域で各人がもつ役割を果たすだけでは十分で
はない。自ら判断し，行動となる指針を自らが作り，
行動することが求められる。社会化の圧力について，
そこに埋没するのではなく対象化して捉え，省察し，

時には意思決定することも可能だが，再構成までは
難しいものとして扱う（ibid.:80）。こうした責任の捉
え方は，Canto-Sperber & Dupuy（2001）に従えば，
個人にとって良き人生の枠組みを作るものだが，その
過程で起こる，自らが生きる社会領域が従っている道
徳的伝統と自分自身の個性との相互の調整を通じて，
私たちにとって（ひいては自らが存在する社会領域に
とって）どのような価値観が重要かを発見させるので
ある（ibid.:81-82）。
　 こ う し た ３ つ の 水 準 を も っ て，DeSeCo で の
reflectiveness は捉えられている。以上から，この概
念には高度な認知スキルや教育を前提とするものでな
いことが分かる。そうではなく，「人生を通じて得て
きたフォーマル，インフォーマル両方の知識と経験
の総和に関係する批判的思考と reflective な実践の全
面的発達」（Perrenoud 2001:145-147，引用は Rychen 
& Salganik 2003:82）を必要とする精神的な発達を示
す概念である。したがって，この概念は認知的もしく
は知的要素に加え，動機や，倫理的，社会的，行動に
おける要素が関わる概念である。ある個人がこの高度
に複雑な精神発達の水準に至るには，十分に社会化さ
れたのちにようやくその社会領域を客体化し，独立し
た判断をし，自身の行為に責任が取れるようになって
いく発達を踏んでいくため，多くの場合，成人にな
るまでこうした精神的水準には至らない（Rychen & 
Salganik 2003:82）。
　DeSeCo の reflectivity は， ３ つ の キ ー・ コ ン ピ
テンスが共通して持つ，文脈からの要求と行為志向
という特徴に関わる概念であることが明らかである

（ibid.）。上記で説明された３つの reflectivity の水準
は，個がいかに自分が生きる社会領域からの要求を見
出し，それに応え，自分で判断した行為とその結果に
責任を取りつつ，一方でそれら全体から距離をおいて，
より良い判断と価値を見出していく，そのことで個人
のレベルにおいても社会のレベルにおいても，調和的
で建設的な人生と環境を創り出していくことにつなが
る，そのような高度な精神的機制を説明している。ま
た精神的機制とともに，取る行為にも言及されるなど，
自らが積極的に環境に働きかける動的側面も有してい
る。したがって，reflectivity は純粋な精神的機制や
精神的な状態だけではなく，行為などの動的機制も含
むと解釈できよう。
　こうした内容を踏まえると，reflectivity の訳語は，
非常に難しい。訳本では「思慮深さ」が使われている
が（ライチェン・サルガニク 2006），この理由のため，
本稿では原語のままで使用した。
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3-2 専門性に関わる使用？―日本における「反省的実
践家（reflective practitioner」型教師像の受容

　1980年代中盤以降，教師教育の研究および実践にお
いて，「反省的実践家」モデルが席捲していることは
衆目の一致するところであろう。日本では，佐藤学に
よる D. ショーンの紹介が嚆矢であると思われる（cf. 
佐藤 1991;1997）。佐藤は D. ショーンが提出した，専
門職者がその実践の最中に駆動する思考様式（すなわ
ち「行為における反省（reflection-in-action）」）（Schon 
1983）と，シュワブが提唱した，理論的概念や原理
を実践の文脈に対応させて翻案する思考活動すなわ
ち「熟考（deliberation）」（Schwab 1969）という二
つの実践的思考の能力を併せて「教師の『実践的見
識』（practical wisdom）と呼び，教師の専門性の基
礎」（佐藤 1997:65）を成すものとみなした。佐藤自身
の問題意識は，諸分野の科学的研究の結果が学校に普
及すればするほど，教育知識の制度化と特権化とが助
長され学校組織の官僚化が進み，教師は名実ともに単
なる技術的熟達者になってしまったという認識である

（ibid.:61）。佐藤は，この「技術的熟達」に代わる専門
性の基礎をショーンとシュワブが提出した，当該専門
職者が持つ思考の様式に求めたのである。以来，授業
の最中や校内研修，授業研究の検討会（研究会）等授
業に直接的に関わる場面以外にも，対児童生徒，対同
僚教員といった人間関係も含めた学校での社会化の場
面における，教師の教授能力，対組織対応力といった
ミクロの実証研究が蓄積されている（cf. 佐藤・岩川・
秋田 1991; 秋田・市川・鈴木 2001; 木原 2004；中原・
脇本・町支 2015）。
　こうしてショーンの「反省的実践家」論は，技術的
熟達者と反省的実践家といった，表面的には二つの教
師像の対立として，しかし内実は教師の力量（職能）
の型として理解されてきたと考えられる（cf. 石井 
2013; 佐藤 1996:142; 辻野 2006; 山﨑 2006）。言い換え
れば，専門性の構成要件として，反省的実践家の主要
な特徴である「反省的 reflective」が論じられる論考
が散見されるが（cf. 山﨑 2012；佐久間 2007），実際は，
教授的力量のあり方及びそうした力量形成に焦点があ
たっている，と考えられる。つまり，厳密を期すれば，

「反省的 reflective」なことは，他の職種と区別する教
職ならではの特徴を成す専門性として捉えられていな
い。（実際，ショーン自身も，教職の専門性ではなく，
専門職従事者として認知されるにふさわしい結果のあ
り方として「反省的実践 reflective practice」および
それをもたらす専門職従事者の思考として論考してい
る）。
　このために，日本における教師教育研究での反省的

実践家論の受容は，多くの論稿において各論者の関心
の範囲での実践における「思考」の実際と，そうした「思
考」を可能にする「方法」へ関心が寄せられる傾向が
あるといえる。例えば，木村（2016）は高知県の教員
スタンダードの活用が，あらかじめ教育委員会が規定
した目標に基づき自己の到達度を診断するという目的
が，一面的かつ形式的な自己評価となり，その評価が
次の改善につながる保証はないと批判する。さらにそ
うした教員スタンダードが既存の学校組織の一員とし
ての役割を前提にしているため，学校組織のあり方そ
のものは不問に付され，評価観点が，教師がいかに学
校組織に適応的であるかという視点に限定されている
という。冨田（2016）は，幼稚園教諭の専門性につい
て論じようとしているが，実際は省察のプロセスの記
録のあり方を批判的に論じ，佐久間（2007）では教職
の専門性の再定義として，力量の具体を描くことで論
じている。
　このような動向からは，暫定的には，日本における

「反省的実践家論」に代表される「反省的 reflective」
の用語は，一見すれば教職の専門性を表現するものと
して論じられているかのようにみえるが，その実は教
師の力量の具体の型を表すものとして受容されている
ことが分かる。そのために，技能の熟達論とセットに
なって論じられることが多く，また教育方法論（例え
ば，アクションリサーチ，セルフスタディといった方
法論から，プロセスレコードといった具体の方法まで）
に言及されやすい。裏を返せば，何をもってその教師
が「反省的 reflective」だと言えるかの検討が抜け落
ちているともいえる。誤解を恐れずにいえば，反省的
実践家は，OECD によるコンピテンス論と共通性が
ある状況可変的な思考能力について論じているにも関
わらず，少なくとも日本においては，反省的な思考能
力開発の「方法」に焦点づけられ，形式化されて受容
されているという面が少なからずあるといえる。

４．結論

　これまでの検討から，以下の結論が導きだせる。
第一に，専門性と能力の関係は，対社会における教職
の特徴としてみるか，教職内部における卓越性に力点
をおくかで，どちらがより上位概念として考えられる
かが変わる，という点である。
　第二に，厳密にいえば，専門性それ自体は卓越性を
含む（高い能力水準）概念ではない。しかし能力はそ
の水準を求める志向性を伴うため，能力として必要と
される専門性に卓越性を求める。こうして，専門性と
能力とは，混然一体となって論じられる傾向をもち，
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「ある一定水準以上の能力を伴った専門性」とセット
にしての検討になりやすい。
　第三に，日本の教師教育においては，当該の教員が
何をもって「反省的」であると言えるのか，それをど
のように判断するかの基準の検討が未開拓である。
　第四に，部分的には第二の特徴と第三の状況とに起
因して，中教審答申や教職員育成指標，自治体や教職
課程などで示される教員スタンダードは，能力の相互
の関係性や動的な発現の機制が捨象された能力リスト
として示されている（cf. 中央教育審議会 2006; 2012; 
2015）。したがってそれを活用する評価者や指導者も，
こうした能力リストとして示される「資質能力」は，
個々の教員の能力や時にパーソナリティのチェックリ
ストとして使用されやすい状態に置かれている。
　教員育成指標や中教審答申のように，学校から脱文
脈化した専門性や能力を概念化して提示することは，
教職員に職能のあり方として大きな方向性を与えると
いう利点は，たしかにある。しかし評価や教育・育成
の現場に入ると，公的に示されたものが全てであると
思わせ，各学校の置かれた固有の文脈と，その固有の
文脈やそこでの教師の行動を規制する諸制度を看過さ
せかねないという危惧を抱かせる。これは，能力概念
の捉え方，提示の仕方といった制度に帰する問題でも
ある。この観点からは，OECD によるコンピテンス
論（いわゆるキーコンピテンシー型の教育改革）は，
教師教育の分野においても示唆する点が少なくないと
考えられる。

【注】

１ なお専門職としての要件で重要なのは高等
教育と結びついた資格試験制度の確立であ
り，当該の職業が基盤とする知識や技術が
学問として体系づけられ，その学問の履修を
前提とした資格が成立することが専門職化

（professionalization）の重要なメルクマールと
なる（石井 2008:133）。

２ 本 稿 で は professionalism を「 専 門 性 」 に，
professionality を「専門職性」に対応させた
が，その逆に対応させている論者もいる（例え
ば， 山 崎 2012， 市 川 1969）。Professionalism
と professionality も類語であり，その相違と使
い分けは英米圏でも議論されている。

３ この観点から教職の専門性を論じたのが市川
（1986）である。

４ 実 際 Rychen & Salganik（2003） で は
competenceの語が一貫されて用いられており，

“key competencies” は “competence” の複数形
であることが明らかである。現在日本の諸論
考では，訳語として「キー・コンピテンシー」
を用いるのが一般的となるが，これは OECD
が「コンピテンシー」論を展開しているかの
ような誤解を生みかねない。本文でも述べた
が，OECD の能力観は状況可変的なものであ
り，インプットとして固定化されて捉えられ
てはいない。原著を確認すれば OECD の key 
competencies はコンピテンス論であることが
理解されるので，注意が必要である。
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